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1　はしがき
東京は東西に細長い形をしている。東部は東京湾に臨み，世界でも有数の政治・経済上の大都市圏
を形成している。っぎに西へ向って中心部地区が北多摩と南多摩の衛星都市群地帯である。そして，
さらに西側の西多摩地区は，山梨県に接するまでの広大な森林地帯であ否『斗⑳ように卑京を三区分
したとき，現在もっとも都市環境の変化が激しい地域は南・北多摩地区の，わけても南多摩地区にお
ける宅地開発がもたらしている緑地帯の破壊現象である。
　昭和30年代からのわが国における工業立国の政策は，わが国に急速な経済発展をもたらした。しか
し同時に人口が都市に集中し，都市機能がさまざまな原因でマヒしはじめた。したがって，都市生活
における環境について過去を振り返えり，現在を直視し，そして未来への展望まで含めて考えてみる
と，当分環境が好転することは困難ではないかと思われる。遷都論や首都改造論もそのことを原因と
している。環境悪化の原因は種々あると思う。たとえば，工業地帯の工場排水や煤煙による水質や空
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気の汚染，家庭から出される生活排水，ゴミ処理，自動車の増加による交通マヒや排ガス汚染など，
数えあげればきりがなくなる。都市は高層ビル群と高速道路網によって，緑地帯というべきところは
少なくなってしまった。都市郊外では住宅地開発のために緑地帯の破壊が目にみえてすすんでいるの
が現状である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v
　環境破壊のなかでも，特にこのような緑地帯が都市から消滅することは，一方で物理的に空気の清
浄化を妨げ，住民の健康を害する環境悪化に拍車をかけることになっている。そして，ただそれだけ
ではなく，他方で住民生活に自然がもたらすうるおいがなくなり，精神生活の面においても，無味乾
燥な生活を住民に余儀なくさせるのである。このような状況になるのを，でざる課りくい止めるため
には，自然の象微ともいうべき緑の環境を保全し，さらに育成していく強力な施策がなければならな
い。国および地方自治体がこの施策をたて，そして実行していく役割はきわめて大きいものがあると
いわなければならない。
　東京が都市として，住民のための緑化行政を確立するには，国と東京都そしてその衛畢都市群の制
定する環境関係の諸法律や条例，とりわけ緑化行政に関する法律や条例の運用に負うところが大きい
といわなければならない。昭和40年代から全国的に本格化してきた国の環境保全諸法と，それらの法
律の実践のために制定された，地方自治体の環境に関する諸条例を背景にして，東京郊外の都市群に
おいても，緑化行政を推進する条例を制定してきた。　　　　　　　　　　　　　　　　1
　これら東京の郊外衛星都市の一っである八王子市は，現在東京の周辺部郊外地域において，もっと
も緑地の保全・育成と土地開発との関係で問題が多い地域である。それに対応して，条例の制定とそ
の運用について，もっとも動きのある都市ということができる。
　本稿は八王子市の緑化条例とそれに伴う環境行政のあり方に関心をもち，市民の環境権と地方自治
との関係を理解するモデルとして調査・研究をした報告である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　　　　　　T　＊　この報告は，私学研修福祉会，昭和62年度在校研修（個人研修）の研修報告「環境権と都市法
　　一八王子市の緑化条例を中心に一」に昭和63年度明治大学社会科学研究所の助成金によりその後
　　の調査・研究を加えて，修正，補訂したものである。
H　緑化行政と国の対応
　　（1）緑地破壊の状況推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第二次大戦終了直後のわが国の緑地行政は，大きな打撃を受けていた。それは長年月続いた戦争に
よって，あらゆるものが疲弊しきっていたことに原因があった。
　わが国は，昭和6年の満洲事変以来，昭和12年にはじまった日中戦争と重なり合いながら，第二次
大戦が昭和20年に終了するまで，約15年間にわたる戦争の時代を体験した。特に昭和16年に第二次大
戦に入ってから，わが国の国民生活には戦争の重い暗い影がのしかかってきた。あらゆるものが戦争
遂行のために提供された。戦後の松喰い虫による松の被害も，素人考えだがもとをただせば軍需品と
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しての松やに採取のために，いためつけられた松の衰弱に
あったともいえるのである。また，軍隊や軍需産業に人手
をとられて，森林・緑地の保全・育成の労働力が不足した
ことも，森林・緑地の荒廃をもたらす原因となったのであ
る。
　国民の生活が安定しはじめた昭和24，25年頃には，国や
地方自治体の行政機構も幾分整備されてきて，緑地行政に
ついても回復のきざしがみられたが，そのころの松くい虫
の侵入は全国の松の緑を全滅に近いまで猛威をふるった。
しかし，これらは自然の不調和から生じたことであって，
林業専門家によってその救済策が講じられればよいことで
あった。
　ところが，昭和30年以降のわが国の工業立国化の歩みは，
人為的に森林・緑地帯の自然環境を破壊することになって　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　浅川上流の工場
いったのである。昭和27年に朝鮮戦争が停戦となり，一方，わが国も講和条約の締結によって，第二
次大戦後の占領から独立へ大きく転換し，これまでの農業国から工業国へその歩みを変えていった。
そして，日米安全保障条約改訂の昭和35年の難関をのりきった政府は，池田内閣の所得倍増政策に象
徴される，経済発展の時代に入っていった。産業は確実に工業生産が中心となり，その製品によって
国際市場への参入を増大させた。かくして，工業化に伴う人口の都市集中化，それによる宅地造成の
急増は，一方で森林地帯における木材の濫伐による自然の破壊を招き，他方では，都市及びその周辺
において急速に緑地帯を消滅させることとなってしまったのである。さらに田中内閣の列島改造論は
この傾向に一層拍車をかけることとなった。とくにそれは，東京とその周辺に，著しい現象となって
今日に至っているのである。
　　（2）緑化行政促進のための立法
　昭和30年代から昭和40年代はじめにかけては，森林・緑地の破壊がすすむ状況に対して，いかにし
てこれに歯止めをかけるか，その方策について，国のレベルで対応策が模索されていた時代であっ
た。当時において，緑地行政に関連する法律としては，都市計画法，都市公園法，自然公園法及び森
林法などがあった。しかしこれらの法律は緑地行政としては大まかな基準を定めているのみであって
急速に悪化しっっあった森林・緑地の保全・育成には十分対応できる内容をもっている法律ではなか
った。特に，都市周辺の緑地帯の減少傾向には，どの法律も対処しきれなかったといってよい。
　そこで，これら諸法律の内容のみなおしと同時に，現状に即した建設的な緑地行政のための立法が
要請されるようになった。昭和47年に建設大臣の諮問機関である都市計画中央審議会が答申した「都
市における公園緑地等の計画的整備を推進するための方策に関する第二次答申」は，それまでの緑地
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政策の方向転換と，今後の緑地諸法の基本方針を示したものとなった。昭和48年には，「都市計画区
域内において都市計画として生産緑地を計画的に確保するための方策に関する答申」も提出された。
これらの答申に基いて，都市公園等整備5力年計画の策定がなされ，都市緑地保全法の制定（昭和48
年6月1日），都市計画法及び建築基準法の一部を改正（昭和49年6月1日）することによって，樹
木の保存等の緑地保全制度の強化，生産緑地法の制定（昭和49年6月1日）など，個別的な緑地政策
のための法律が制定された。
　都市における緑化行政に必要な法律は，このように自然公園法，都市計画法，首都圏近郊緑地保全
法，都市緑地保全法，生産緑地法など，さまざまな法律が改正されたり新たに立法化され，国レベル
の段階で昭和40年代までに，かなり整備されることとなったのである。これらの法律によって，都市
における宅地開発などからの緑地破壊を守り，都市環境の悪化を防止する努力がはらわれた。しかし
キメの細かい緑地行政ということになると，各地方の地域的特性を考慮に入れながら，各地方公共団
体が実践しなければ，その実効性は期待できない。このような実効性への期待をこめて，前出の「都
市における公園緑地等の計画的整備を推進するための方策に関する第二次答申」のなかに「緑のマス
タープラン」なる提言がなされた。この提言は本研究の対象とした八王子市の緑化政策にも大きく影
響していることは，のちに述べる通りである。つぎにこの「緑のマスタープラン」の内容について紹
介する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　（3）「緑のマスタープラン」の提言
　「緑のマスタープラン」とは，前述したように，建設大臣の諮問機関である都市計画中央審議会の
「都市における公園緑地等の計画的整備を推進するための方策に関する第二次答申」の中で提言され
たものである。それによると，「今後の都市計画においては，公園緑地系統を明確に位置づけること
によって，これと斉合した都市整備を進める必要がある。このためには市街化区域及び市街化調整区
域に関する都市計画として決定されるr整備，開発又は保全の方針』において，自然環境の保全，公
園緑地の整備に関するr緑のマスタープラン』を早急に策定し，これに基づいて規制，誘導，整備等
の施策を総合的かつ効果的に展開すべきである」，と述べている。これを受けて，同審議会は昭和51
年7月に「都市において緑とオープンスペースを確保する方策としての緑のマスタープランのあり方
についての答申」を建設大臣に提出した。この答申のなかで審議会は西暦2000年（超長期）を目標と
しての緑のマスタープランで確保すべき緑地の量及び都市公園等施設として整備すべき緑地の量を提
示した。
　建設省は，この答申に基づいて，「緑のマスタープラン」を実行にうつすに必要な事項を「緑のマ
スタープラン策定要綱」としてまとめ，これを昭和52年4月1日に都市局長より各都道府県知事宛に
だした通達「緑のマスタープラン策定の推進について」に別紙として添付した。
　この要綱には「緑のマスタープラン」の目的，策定の対象区域，緑地の規模，整備，保全すべき緑
地の配置計画とその実現のための施策の方針などが，きめこまかく記述されている。
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皿　八王子の緑化条例制定の経過
　　（1）八王子市環境保全条例の制定
　これまで考察してきた国レベルでの緑地帯政策の大きな転換をもたらした「緑のマスタープラン」
が提言された昭和47年に，八王子市では，八王子市環境保全条例，八王子市環境保全条例施行規則及
び八王子市清掃条例などの諸条例が制定された。この年には，「緑のマスタープラン」提言のほかに，
緑地行政に深く関係する宅地開発指導要綱がつくられている。当時はまだ地方自治体が本格的に緑の
保全育成に取りくむ姿勢はなかったから，八王子市においても，それまでこの種の条例はなかったの
である。八王子市環境保全条例は，環境問題全般にわたる基本法的性格をもっているが，同時に緑化
問題に関しても基本法的性格をもっている条例であった。以下にこの条例の内容をかいつまんで紹介
する。
　本条例は，3章26条で構成されている。まず，第1章は総則規定で緑化行政も含めて，環境保全全
体の原則を定めている。緑の保全・育成に関する部分は，第2章の第4条から第11条まで8力条であ
る。第3章は緑化以外の全般的な環境保全に関する諸規定である。このような構成になっているが，
第1条から緑化行政に関係する条項にっいて，以下に紹介解説する。まず，第1条は条例の目的とし
て，緑の保全・育成及び生活環境の改善にっいて市長と市民とが一体となって，八王子市の自然環境
を保護しながら，努力することを定めている。第2条は，市長，市民及び業者にその努力義務を課し
ている。つぎに，第2章の自然環境の保全に関する第4条から第11条までの8力条では，開発に伴っ
ておきる緑の減少を防止するためのいくっかの施策を織り込んだ規定となっている。まず，第4条に
は開発行為を行ったときに，緑を確保するための植樹義務を事業者に課している。第5条には道路，
公園，学校等の公共施設の管理者に対して，樹木，花等の植裁，緑化の努力をもとめている。第6
条は，事業者に騒音，振動，悪臭などの工場公害から環境を守るために，緩衝緑地の設置を義務づけ
ている。第7条では，自然緑地保全区域
の指定権を市長に認めている。第8条で
はこのような自然緑地保全区域内での樹
木の伐採，建築，宅地造成，土石類の採
取などの禁止事項が定められている。第
9条はこの禁止事項に反した者に対する
原状回復命令が市長にあることを定めて
いる。第10条は指定地域の土地所有者へ
の援助措置，そして第11条は指定の変
更，解除に関する規定である。
　本条例は，いってみれば八王子市にお 開発された住宅街一南丘陵地帯一
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ける環境保全の基本法たる性質をもっている。しかしながら，緑地の保全，育成に対する事業老や市
民への義務づけは，あくまでも努力義務として定められているから，本条例の精神が十分に生かされ
るためには，事業者や市民の緑地保全育成に対して，強い道義的責任が要請されるのである。
　　（2）八王子市緑化条例の制定
　昭和50年代に入ると，わが国の都市化現象は一段と鮮明になってきて，特に東京周辺都市には，工
場団地や大量の住宅地開発がすすめられて，工業地帯やベッド・タウン化していった。そして，これ
ら工場地帯やベッド・タウンと都心部を結ぶ道路網が整備されるのに比例して，自動車の交通量め増
加も著しく，都心部では交通渋滞，排気ガスによる環境破壊が重大な社会問題化するようになってき
た。このころから戸外における夏の光化学スモッグによる被害も増大してきた。70年代にはいると都
下三多摩地区の市部における緑地帯が住宅建設のために消滅するようになつていった。最大の例は多
摩ニュータウンの建設であった。現在，多摩市と呼ばれる人口30万人を目標としたこの都市の出現
は，同時に広大な多摩丘陵の緑地帯を高層ビル群に変質せしめてしまったのである。このような状況
のもとで，多摩市に隣接する八王子市の南部丘陵地帯に開発の波が押しよせて，住宅群が建設されは
じめた。また，八王子市には都心部から多くの大学が移転するようになり，すでに現在19校もの大学
が八王子丘陵部にっくられている。さらに高尾山を中心とする八王子市西部地区には広大な森林地帯
が広がっているが，開発の波は殆んど止んでおらず，むしろ後述する圏央道問題など，．緑地行政に対
する大きな課題の解決が待ちうけている。
　このような状況のなかで，八王子市では，前節で紹介した環境保全条例の制定後，昭和48年に後で
紹介する市民の緑に対する意見調査としてアンケート調査を行ったり，昭和59年には向う5力年間の
「八王子市基本構i想・八王子市基本計画」を発表，また昭和59・60年の2年にわたって，新八王子市
都市計画策定調査を行うなどして，開発の波に厳しく対処する姿勢を打ち出してきた。そして，昭和
61年に前節で紹介した八王子市環境保全条例を全面改正した。この条例の緑地保全・育成に関する部
分を抽出して，新たに緑化条例を制定して，将来，八王子市の緑化行政の強化をはかるための構想の
基本条例とすることにしたのである。
　昭和61年9月の市議会において，市長は緑化条例を制定することの理由について，つぎのように述
べている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”
「……去る4月には，市政70周年の記念事業の一環として位置づけ，本年度を将来に向っての一っの
節目の年として，失われゆく緑の保全と回復のための原資とするために，新たに緑化基金を設け，緑
化行政に踏み出したところでありますが，さらにこれを推し進めるため，明年4月を目途に，従来，
行政施策の中で個々に実施してきた緑化行政を一元化するとともに，既存の法令に基づく緑化行政を
積極的に採用し，体系的に実施できるよう組織体制の確立を図るほか，既存の法令等による方法では
緑の回復に十分機能し得ない市街化区域内の失われた緑地の回復に資するため，緑化推進地区の指定
にっいて条例化をいたすとともに，現行，環境保全条例において規定されております緑化関連規定を
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本条例に統合し，ここに本案のとおり緑化条例を設定しようとするものであります」。
　このような意図をもって制定された八王子市緑化条例め内容にっし・て，～ttっぎに紹介することにす
る。この条例は，先きに述べたように，八王子市環境保全条例の緑地の保全・育成を定めた部分をと
り込んで，これに市長がいっている緑化行政の体系的実施を期待した条項を織り幽込んだものである。
　この条例は，13力条の条文と附則によって構成されている。第1条は，本条例の目的を定めてい
る。それによると，「この条例は，緑地の保全と緑化の推進に関し必要な事項を定めることにより，
良好な都市環境の形成を図り，もって健康で文化的な市民生活の確保に寄与することを目的とする」，
と定めている。第2条以下の条項はつぎの通りである。市，事業者及び市民の緑地保全の責務（第2
条），市長による緑地保護地域の指定（第3条），市長による緑地保護地区内における行為の制限（第
4条），市長による緑地保護地区の指定の変更及解除（第5条），市長による原状回復命令等（第6
条），緑地保護地区の指定に伴う援助措置（第7条），市長による緑化推進地区の指定（第8条），市
長による緑化推進地区の指定に伴う措置（第9条），事業者の開発に伴う植樹義務（第10条），管理者
による道路，公園，学校など公共施設等の緑化努力（第11条），市長による立入調査権（第12条），委
任（第13条）などとなっでいる。”1’U　’
　この条例が制定されるに先立って，同年の3月31目に，八王子市緑化基金条例が制定された。緑化
基金条例は，すでに全国でもいくつかの地方自治体で制定されており，八王子市に隣接する日野市に
おいても，．昭和58年4月1日に日野市環境緑化基金条例が定められ，10億円を目標として，この年に
は3億円が基金とされていた。八王子市の緑化行政はその点では後発組に入るのであるが，のちに紹
介するように，昭和62年度会計でみると，金額にして5億円が基金として計上されている。
　このように，八王子市では緑化行政を機構上も一本化して，将来これをいかに具体化していくかが
課題となっている。本調査研究の環境権と地方自治の役割というテーマからも，八王子市が制定した
条例にしだがらて，いかにして緑化行政を推進していくかが，最も肝要な考察の対象といえるのであ
る。このような視点にたってみると，八王子市では一方で以上に紹介した緑化条例を制定して，緑化
行政の根拠法を確立し，他方では国から都へ要請された「緑のマスタープラン」の八王子版（これは
同時に多摩地区における緑化行政の一角を形成する）を作成した。　　　　　　t“
　いずれにしても，八王子市が行ったこの二つの作業は，「八王子市都市整備基本計画書に集約され
て，八王子市の緑地防衛施策の大きな柱となるものである。しかしながら，後述するように，緑化条
例は折角八王子市環境保全条例から独立して，緑化行政の基本法としての地位を確保しながら，市の
機構整備がおくれているために，いまだ施行される運びとなっていない。また，「緑のマスタープラ
ン」を基軸とした緑化施策も，昭和65年をメドに数値の見直しが予定されており，施策の実効性はあ
らわれていない，というのが現状といえる。次節ではこのような状況について考察することとする。
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IV　八王子市における緑地防衛の施策
　　（1）
　八王子市では，昭和40年にかなり本格
的な緑地に関する市民の意識調査を行っ
た。この調査は，主質問が23問，補充質
問が8問それに前提質問が8問あって合
計49問という，かなりな量の，内容的に
も密度の濃い調査である。これらのアン
ケート項目の中から，特に八王子の緑化
行政の推移にあわせて注目される質問事
項にっいて，分析された結果を紹介する。
　①まず緑の効用についての判断を求め
「市民の緑に対する意見調査報告書」（昭和48年）の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国道20号線の銀杏並木
た質問で（質問5），「緑化運動の推進理由はいろいろあるが，八王子市民の緑の効用についての判断
を見ると，半数余の52％の人々は生活にうるおいを持たらすものとして情感的効用を指摘している。
次いで酸素供給源としての効用が18．5％と間く，治山治水のため8．・7％，都市美観上7．7％，大気の浄
化6．6％と続いている。酸素供給源としての判断も，その根底には大気汚染意識があるわけであり，
公害対策上の緑化効用を強調する人々は25．1％，つまり1／4にのぼっていると見ることができる」，
と分析している。
　②居住周辺の緑にっいての満足度の質問では（質問7），「現在の居住地周辺部の緑についての満足
度を見ると，充分満足している者が全体の1／4，25．6％，特に不満なし55．3％，合計80・9％の者が一
応満足していると見ることができる」，としている。
　③過去5年間での緑の変化についての判断を求めた質問では（質問8），「緑の現況に一応の満足を
示している者が多いのに対して緑の変化に対しては急激に緑が減っているとするもの24．9％，徐々に
減っているとする者40．6°／。合計65．5％の人々が減少していると感じている。これに対して増えている
とする者はわずか4．4％に過ぎない，ということは現状には一応の満足を示しつつも将来に向って不
安感が醸成されっっあると見るべきであろう」，としているが，この不安感はその後15年後の今日で
も続いているとみるべきかと思う。
　④緑の減少の原因は何かという質問では（質問8－1），「性・年齢を問わず，その第一の原因は宅
地造成にあると見るものが48．3％，次いで建物などの建築を23．7％の人々があげているが，この2っ
の理由とも八王子市の人口増に伴なう住宅急増に一括することができる。道路等の建設11．5％，工場
の進出3．5％も含めて都市開発が緑の破壊につながっているとの認識を持っているわけであり，都市
開発に平行した緑化政策の推進が望まれるところである。また6．3％の人々一まだ数は多くないが一
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これらの人々が公害（大気汚染）による樹木の枯渇を指摘しており，この点にも留意することが望ま
れよう」，としている。
　⑤市内街路樹に対する評価（質問10，11）では，「街路樹をもっと増やすべきだとする意見が圧倒
的に大きい（75．1％）」，という結果が出ているが，八王子は甲州街道にすばらしい銀杏並木がある。
八王子駅前には，現在でも桑の街路樹があるのは，織物のまちらしい風景であるがこれも老木化して
いるのが現状である。中心の市街地に樹木が少ないのは八王子市においても他の都市と変りはないの
である。
　⑥宅地開発と緑地保全との関係に関する質問（質問14）は，八王子市のように宅地開発が進む地域
の緑地行政にとっては，一番関心もあり，行政運営にとっても重要な課題を提供する問題である。設
問の内容は，「市内で現在盛んに住宅開発が行われ，山の緑がなくなりつつありますが，こうした傾
向についてあなたは次の意見のどれに最も賛成なさいますか。1．住宅の供給が充分でないので，今
のようなやり方もある程度止むをえない。2．森林を適宜残したり，新しく植林したりして緑を充分
確保することを条件に開発させるべきである。3．樹木は早急には育たないのだから，山林の開発は
中止させるべきだ」。これに対する回答は「緑の確保を条件とした開発に対する賛成が最も多く62．3
％を占めた。次いで開発中止を求める意見に賛成な者19，4％現状も止むなしとする意見に賛成の者
14．2％となっている」。
　⑦八王子市の将来のイメージとして「落ちっいた緑の都市」か「活気あふれた都市」かの二者択一
の質問（質問15）では，前者に68％後者に26％の票が入った。この調査が行われた昭和48年頃の八王
子市の市街地域は，「やや衰頽傾向が商業住宅地一般にみられるところから，そのあせりを反映した
ものとして捉えることもできよう」と「活気あふれた都市」への期待票を分析結果は評している。
　⑧緑化運動への市民参加のための市行政のあり方に対する質問（質問10，18）では，「市民が緑化
運動を積極的に推進するために，市当局は何をしたらよいのか。21．5％の老が苗木の提供を，15．8％
の者が場所の提供を，14％の者がPR活動を求めている。技術指導8．7％，補助金7．6％，窓口相談
7．3％と続いており，広く行政展開が求められていると見てよかろう」，と分析している。
　　（2）緑に関するアンケート調査
　　　一昭和48年報告書との比較一
　八王子市は昭和44年以来，ほとんど毎
年，環境などに関する市政調査を行って
いる。この市政世論調査は昭和62年まで
19回に及んでいる。この間に前項で紹介
した緑に関する問題のみを対象とした調
査が昭48和11年月に行われている。これ
は前節で詳しく紹介した。 八王子霊園
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　市政世論調査の1～3回までは，緑地問題に関するアンケートの項目はない。第4回（昭和47年）
に，公園をつくるとき，ほしい公園はどんな公園かという設問があり，森林公園をつくってほしいと
いう回答が22．9％ある。第6回（昭和49年），第7回（昭和50年）の調査では緑に関する独立項目が
設けられている。この傾向は昭和48年の「市民の緑に対する意見調査」の流れを受けとめたものと考
えられる。しかし，折角定着しかけた緑調査にっいて，第8回（昭和51年）～第17回（昭和60年）の
10年間はとりあげられていなV・。緑の問題を本格的にとりあげた調査は第18回（昭和61年）のアンケ
ート調査である。
　この世論調査のなかで，6項目（問21～26）が設問されている。設問を列記してみよう。
　問21　あなたの住んでいる地域で美しい「緑」といえば何を思いうかべますか（選択枝あり）。
　問22　あなたの住んでいる地域は，緑にめぐまれていると思いますか。
　問23　緑には，いろいろな役割があると思われますが，あなたが大切だと思われるのはどれですか
　　　（選択枝あり）。
　問24　緑には色々な効用がありますが，あなたは緑があるために迷惑だなあと思うときがあります
　　　か。
　問24－1　迷惑だと思うのはどのようなことですか（選択枝あり）
　問25　あなたは，緑をふやすために，日頃からどのように心がけていますか（選択枝あり）。
　問26緑を守りふやすために市が，今後力を入れるべきことはどのようなことだと思いますか（選
　　　択枝あり）。
　以上の設問をみた場合，問26を除いては，昭和48年の意見調査の設問とは異質なもののように思え
る。昭和48年から15年たった昭和61年の緑化行政に対する意見は，かなり変化をみせているのではな
いかと思えるのであるが，設問の等質性がないので，昭和48年の意見との変化をみることはできない
ように思える。
　　（3）「緑のマスタープラン」の策定
　先に紹介した，国の緑化政策の一環として提言された「緑のマスタープラン」は，建設省の通達に
もとついて，地方自治体において策定されることとなった。東京都都市計画局では，多摩地区20市の
総合的な緑のマスタープランを策定することとした。八王子市へは昭和54年7月30日に都知事から市
長宛に「緑のマスタープラン原案の定策にっいて」という依頼がなされた。これをうけて，八王子市
では昭和54年の現況を基本として，昭和65年及び目標年次昭和75年の緑地政策の具体的数値及び図面
を作成して東京都に提出，都は各市から提出された原案をもとに，昭和55年11月に「東京都市計画緑
のマスタープラン計画書」を作成した。これに若干の手直しをして（八王子市では昭和56年5月7日
に調査案が示され，同年6月1日に了承の回答をしている），建設省との協議を経て，昭和56年12月
1日に，「八王子市ほか19都市計画区域における緑のマスタープラン計画書（多摩地域の総括計画書）」
を作成，あわせて「東京都緑のマスタープランーその課題と経緯一」という報告を添えて，各市長宛
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に送付した。都知事から八王子市長宛の通知書には，「この緑のマスタープランは，今後の公園，緑
地等の計画指針として活用するものであります」，と述べられている。
　この計画書の基礎となっている昭和55年11月の都の計画書の八王子市に関する計画の基本原則はっ
ぎのようになっている。　　　　　　　　、・
　それによると，1施設緑地として，（1｝都市計画公園，（2）都市計画緑地，（3）その他の施設緑地，H地
域制緑地として，（1楓致地区，（2）生産緑地地区，（3）条例等に基づく地域制緑地，そして皿社会通念上
安定した緑地として，ゴルフ場，大学キャンパスなどにっいて，それぞれの緑地のもつ性質にあわせ
て，その保全育成に努める方針をたてた。
　もともとこの緑のマスタープランは，21世紀を展望した，多分に理想型の都市緑化政策を打ち出そ
うとする一面がある。したがって，いってみれば，努力目標的性格が強いものともいえるのである。
しかし，建設省の提案では，都市における緑地保有面積を，大まかではあるが，市街地面積の30％と
し，また，1人当りの公園面積を20㎡としており，さらに，「都市の住区構成に対応して整備すべき
住区基幹公園（児童公園，近隣公園，地区公園については，住民1人当り4。0㎡以上，都市全体を単
位として整備すべき都市幹公園（総合公園，運動公園）については，都市住民1人当りおおむね2。5
㎡以上を確保する」としている。
　このような国の基本的な方針にもとついて，八王子市では上記の原則をもとに表1，表Hのように，
　　　　　　　　表1　八王子の都市公園の施設として計画すぺき緑地の目標水準の内訳
区　分
目標量
??????????
????????????????
???????????? ?
???????????????????? ??
昭和54年度
計　　画　　量
箇所判面積・・
84
21
　0
105
「??
注1
113
　3
　4
120
　1
121
20．83
51．40
　0
72．23
49．70
43．60
93．30
　165．53
　　26．70
注1261．30
　453．53
　　124．90
　578．43
1人当り
面積㎡
4．5
0．7
注22．3
7．5
3．38
10．9
昭和75年度
計　　画　　量
断釧面櫛・
335
64
22
421
???
注1
425
　1
　4
430
50
480
96．　79
149．40
179．40
419．59
36．50
43．60
80．10
　499．　69
　　11．20
注1391．90
　902．79
　999．90
　1，902．69
1人当り
面積㎡
1．3
2．1
2．5
5．8
0．5
0．6
1．1
6．9
0．2
注13．8
10．9
13．8
24．7
訓条鵬による緑地施訓・・6 9．50 …261・7・・ ・5…1…
合
?? 237 587．93　　　　　11．1 ・5・・い…8・・1924・・
注1　当該都市計画区域内に存在する広域公園。　注2　市内全域の広域公園面積を全人口で除した数。この
表は「八王子ほか19都市計画区域における緑のマスタープラン計画書」（東京都都市計画局）のうち，八王
子市の分から再録したもの（但し昭和65年度計画分は除いた）。
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表H　八王子の緑地の確保目標水準の内訳
確保目標年次　　　　昭和75年度
都市計画区域面積　　　1，8779ha
都市計画区域人口　　　72．3万人
施
?
緑
????
??????購繭?????? ??公?禰市
??
??? ?
?????
面 積　　（ha）
注1延面劃注・実面積
　510．89
　999．90
　　　0
　　　0
　15．　50
　391．　90
1，918．19
　　㎡／人
面積÷統計計?
区域人口
7．1
13．8
　0
　0
0．1
3．8
24．9
　　％
面積÷統計計
画
区域面積
地
蕎1都市計画墓園1 75．71
?
?＝? 1，994．10 10．6
????? ?????
?????? ????? 0 　　　0
　　0．73
5，967，69
1，522．56
7，490．98 39．9
合 計
ー
9，485．08 50．5
注1指定目標面積を表わす。　注2　指定目標面積の内，施設緑地等と重複のない面積を表わす。
注3 風 致 地
?
36．10
注3風致地区の目標面積は，緑地の確保目標地として算入しない。
この表は，「八王子市ほか19都市計画区域における緑のマスタープラン計画書」（東京都都市計画局）
のうち，八王子市の分から再録したものである。緑地は市街化区域では0．2ha以上，調整区域では
1．Ohaが対照面積である。
昭和75年度を目標に緑地の確保を数字をあげて，プランがつくられた。
場合，国の基本方針である数値に，十分応えられる計画となっている。
この表によると，八王子市の
　　④　八王子市都市整備基本計画書の作成
　八王子市では，昭和62年3月に「八王子市都市整備基本計画書」を作成した。この計画書には，副
題として「緑豊かな自立都市を目指して」がっけられている。この計画書は，昭和48年の「市民の緑
に対する意見調査報告書」，昭和54年の「緑のマスタープラン」提言の導入による計画書，昭和59年
の「八王子市基本構想・八王子市基本計画」，昭和59年から60年にかけての新八王子市都市計画策定
調査，昭和61年の八王子市緑化基金条例及び八王子市緑化条例の制定といった一連の八王子市におけ
る都市計画とそこに含まれている緑化政策の推移が，その背景となっている。そして，至近的には先
に紹介した八王子市緑化条例の制定にあたって，新しい都市づくりの柱として，緑化行政確立の市長
提言にもとついている。したがって，この計画書の緑に関する部分は，八王子市の緑化行政の「もっ
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とも新しい実践基準を示したものといってよいだろう。そこでこの計画書ではどの程度の緑のプラン
と実践基準が織りこまれているかを，．つぎにみてみることにする。
　まず本書の冒頭には，都市整備の基本理念が述べられているが，そでこ都市発展の基礎としての豊
かな緑地環境の形成と題して，八王子市の緑地環境について，っぎのように述べている。「過去四半
世紀の八王子市の成長は，主として周辺丘陵地域での住宅地開発や大学等の施設立地に負うところが
大であり，その結果大幅な緑地の後退を余儀i無くされてきたが，》これから21世紀にかけて都市開発に
向けては，今なお広大な地域を覆っている森林を大切に守り，緑と都市とが調和・共存する豊かな環
境を形成し，これを生活環境向上や産業・文化の成立の基礎として有効に活かすことを目標とする」，
とこれまでの緑の破壊を反省しながら，環境保全のための緑の防衛を宣言している。
　第二章の「緑地の保全，活用，創造の方針」では，第一にその背景と課題，第二に基本方針を述べ
たあと，第三に具体的な施策にっいて記述している。この施策の背景には，「緑のマスタープラン」
とその導入計画案があって，この計画書では，緑の保全，活用，創造の施策を「緑のプロジェクト」
と呼称して，これを体系化し，広く市民にもPRするとともに，効果的な実現に努めることとしてい
る。以下に，具体的施策について，紹介することとする。
　①　保全の施策　保全にっいては，当面は高尾山周辺の優良な森林や市街地環境上重要な市街地区
域及び市街地縁辺部の緑地の保全に重点をおく。その具体策としては，法・制度に基づく地域指定の
活用や，「八王子市緑化条例」の積極的適用，「市行造林」（土地所有者と市との間で契約した璋林）の
推進をはかる。シビック・トラスト（市民の緑地買取り運動によって，緑化をすすめる市民参加型），
分収育林制度（住民と森林所有者とが共同して育林を行って，伐採時の収益を分収する制度）など市
民参加型の森林経営方策も導入をすすめていく。また，東京都の保全緑地の公有化の方針に基づき，
適切な機会を捉えて緑地の取得を働きかけていく。
　②　活用の施策　活用の施策とは，産業施設や市民の余暇施設などに景観維持，植栽，周辺緑地の
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策である。具体的には周辺丘陵地帯における先端技術産業，研究開発機能等の導入，高尾地区での森
林レクリェーション地区整備，恩方地区での観光農場整備などである。また，緑地活用の適否の選定
や指導のための制度を充実する。
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　③　創造の施策　公園，公共施設等への植栽による面としての緑の創造と，これをっなぐ緑道整備
による緑のネットワークづくりを行うとともに，浅川などの市民に親しみのある河川敷を活用した
「水と緑の広場」づくりを行う。生垣や花壇づくり，施設内緑地の確保などめ緑の街づくりを進める。
「まちの森づくり事業」，「ふるさとの森づくり事業」への取り組み，この事業は「都市計画事業費」
の公団事業費補助の対象となるもので，住民の緑化運動のシンボルとなるよ，うに検討する。
　④　高尾山地区の整備　高尾山は八王子市の緑地帯のシンボルであり，その周辺は自然のさまざま
な状況が残されており，緑地保全のモデル的な地域でもある，今回の計画では高尾山を中心とした森
　　　　　　　．！一　’
林レクリェーション地区の整備をすすめる。この整備によって東京都市圏における，増大するレクリ
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工一ション需要（特に日帰り需要）を対象として，緑豊かな総合的な地区形成を図ることにしている。
この計画は，東京都の「緑のフインガープラン」とセットされたものと位置づけようとしている。東
京都の「緑のフインガープラン」とは，第2次東京都長期計画において，関東山地から指状に突出し
た多摩丘陵をはじめとする各丘陵地を対象として，緑地の公有化や公園整備などを体系的に進めるた
めの計画づくりを行うとされているものである。
　　　　　　　　　　　　表皿　緑地の保全，活用，創造に際しての地域別方針
保 全 活
?
創 造
高尾山周辺
地　　　域
南部丘陵
地　　　域
北部丘陵
地　　　域
西部山間
地　　　域
市街地・市
街地緑辺部
・高尾山，八王子城±ti周辺の自
然植生の保護
・植林地の保全と育成
・武蔵野の雑木林の保全
・ニュータウン区域内の緑地の
計画的残存
・武蔵野の雑木林の保全
・森林維持のための保全と育成
・都市的土地利用の掬制
●既林地等を環境緑地として重
点的に保全
・生産緑地の保全
・森林レクリエーション地区と
しての施設整備
・高次生活・文化ゾーンの形成
に向けた都市機能導入による
限定的土地利用
・広域交通体系整備効果の受け
止めと産業用地確保に向けた
限定的土地利用
・採石場跡地に限った土地利用
・恩方観光農場
・市街地からの緑地景観に配慮
　した限定地土利用
・高尾山の林相の形成（風
格のある森づくり）
・ニュータウン地区内，及
び新たな施設整備地区の
緑化
・新たな施設整備地区の緑
化
・公園整備，公共空間緑化
・市民参加型の緑のまちづ
　くりの推進
この経は，八王市整備基本計画書（昭和62年3月）による。
　　　　　　緑地の保全，活用，創造に際しての地域区分（八王子市整備基本計画書から）
㌔鯛．鴫
　　　　　　　　　癬
　　　　　　　　　　　　　撃
市街地及び市街地緑辺部　　努診
　　　韓琳噸軸榑榊悟螂
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　以上のことを八王子市全域を5つの地域に分けて，それぞれ緑の保全，活用，創造について表皿の
ようにまとめている。
V　八王子市の緑化行政の課題
　　（1）基本計画の見直し
　さて，以上みてきたように八王子市における緑化行政にっいては，二つの大きな道すじがある。一
つは緑のマスタープランの策定とその目標年次の目標達成への道すじである。この道すじに八王子市
都市整備基本計画書がある。いま一っは，緑化条例の制定によって，この条例の実施とそれに伴う行
政機構の整備をすすめる道すじである。そして，この二っの道すじは，別々のものではなく，合流し
て“っの大道にならなければならない。
　緑のマスタープランについては，八王子市の計画は東京都の多摩地区20市の総合計画のなかに組み
こまれている。この計画をたてるにあたって，市はその人口を昭和50年32万3千人とし，昭和65年に
は55万4千人そして昭和75年には72万3千人とした。これは1年間に平均2万人の人口増を見込んだ
数字である。したがって，それに見合う1人当りの公園，緑地面積の割合を国の目標達成数にあわせ
ると，表1のようになるが，公園，緑地の数とその面積をみても，昭和54年の数値と比較して，とて
も20年後に達成できる数値とは思えない。もしこれを実行するとしても最近の地価高騰から考えても
財政的に土地取得はきわめて困難であろう。そこで八王子市では，人口増加率の見直しを考えてい
る。昭和62年3月の基本計画書では昭和80年人口　64万人とし，昭和63年4月15日の「広報はちおう
じ」特集号では，圃昭和75年の人口を59万人としている。これによると，人口増加は年平均約1万人と
なり，緑のマスタープランの基礎人口にくらべて増加率は半減することになる。これは，プラン作成
当時昭和50年の人口32万3千人から昭和62年7月で約43万1千人となっていることを勘案してのこと
と思われる。これによって，マスタープランの目標年次の数値も当然変更されることになる。それで
もなお，これから10年間のうち，例えば児童公園を最初のプラン335カ所90．79haの半分に南たる．167
ヵ所45haとしても，その実現にどれほどの現実性が期待できるのだろうか。
　八王子市が，かけ声のわりには緑化施策が進展しない状況には，市のほぼ1／3を占める森林が，八
王子市民に緑の都市らしい安心感を与えていることもあるかもしれない。これは緑の調査報告書や市
政調査アンケートにもあらわれているところでもある。しかし，現実には，緑のマスタープラン策定
の範囲は，市街化地域と市街化調整区域にかぎられたことであって，それ以外の地域は野放しの状況
もある。八王子市の場合，その点もっとも危険にさらされているといってよい。また，八王子市緑地
条例で計画されている市街化調整区域での緑の計画では，緑化保護地区の指定を行い，具体的には緑
の破壊につながる開発を抑制するということにある（昭和61年9月市議会における都市計画部長の説
明）のであるが，実際には業者による土地の買い占めなどが行われ，これを抑制することが困難な状
況にあることは，しばしば市議会でも指摘されているところである。
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　八王子市では，昭和65年を目途に都市計画における線引きの見直しをすることにしているが，これ
によって，このような緑破壊に歯止めをかけ，しかも現実性のある基本計画の基礎を確立すべきであ
ろう。
　　（2）機構改革のおくれ
　このようにみてくると，八王子市としては一刻も早く緑化条例を実施の段階に移さなければならな
い。緑地条例が環境保全条例から分離されて，緑化行政の真の基本法として制定されて，すでに2年
を経過しようとしている。この間に基本計画書がつくられ，そこでは「緑のプロジェクト」と銘打っ
て緑地保全のための具体的な基準づくり
の作業に入るとしているが，それには何
といっても，緑化条例が実施にうっされ
るための大前提として，市行政機構の中
での緑化行政推進に必要な，抜本的改組
が必要とされる。昭和62年11月9日の朝
日新聞では，八王子市の緑化条例，宙に
浮くと報じている。その原因は行革のあ
おりで市当局の組織や人員配置のやりく
りがっかないからだとしている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　裏高尾のただずまい
　現在，八王子市に限らないが，緑に関係する部署は多数ある。これらを統合する行政機構の再編
は，きわめて困難を伴うことである。しかし，これを実現することで，①人的資源の確保，②計画が
統一化・合理化される，③財政運用の面で総花化がなくなる，などによって緑化施策が前進すること
は十分考えられる。
VI　おわりに
　国民の環境権の内容はさまざまである。憲法論的にみると環境権概念すら，あいまいなところがあ
る。しかし，国民が住み良い環境造りを国に要求する権利の主張は，憲法13条や25条からも云えるこ
とである。都市生活者には生活の便利さのほかに，緑豊かな環境が必要とされる。世界的な都市爆発
といわれる，都市への人口集中現象のなかにあっては，なおさらのことである。このような状況のな
かで都市生活者の緑の環境の保全・育成を担当するのは，何といっても地域住民に密着している地方
自治体の議会や行政である。今回の研究報告は，このような視点から私自身が住民の一人である八王
子市の緑化行政への取り組みの状況を調査報告したものである。もちろん，調査といっても管見の程
度であって，何かを提案するというものではない。
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